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令和元年台風第 19 号による被災者に係る一部負担金又は利用料免除等 

の実施について（要請・意向確認依頼） 
 
 

令和元年台風第 19 号による被災者については、被保険者証を提示できない場

合でも保険診療の受診等をできるようにするとともに、被災した旨を医療機関

等の窓口で申し立てすることで、医療保険の一部負担金及び介護保険の介護サ

ービス利用料を令和２年１月末までの間、免除することとしているところです。 

これらの措置に関し、同年２月以降の取扱いについて、各保険者に別添の取扱

いを行うかどうかの意向を確認したいと考えています。 

 つきましては、各保険者における一部負担金又は介護サービス利用料（以下

「一部負担金等」という。）の免除等に係る取扱いの意向について、被保険者証

の再発行や免除証明書の発行状況を踏まえ、下記の要領及び別紙の様式により

１月 17 日（金）正午までにご報告いただきますようお願いいたします。 

 御中 



 なお、ご報告いただいた結果は、令和元年台風第 19 号により被災した被保険

者（以下「被災被保険者」という。）が医療機関等を利用する際に混乱されない

よう、全国の医療機関等に対して周知いたしますので、ご理解のほどよろしくお

願い申し上げます。 

 

記 

 

 被災被保険者に対する令和２年２月以降の一部負担金等の免除等に係る取

扱いについて、各保険者において以下のいずれの意向を有するか。 

 

① 令和２年２月１日以降も一部負担金等を免除するとともに、同年２月１

日から３月 31 日までの間、現状の申告による取扱い※を継続する。 

令和２年４月１日以降、被災被保険者が医療機関等の窓口において一

部負担金等の免除を受ける場合には、被保険者証及び保険者の発行する

免除証明書を医療機関等に提示することを必要とする。なお、免除に要

した費用に対する財政支援の要件（住家の全半壊等）は現在の取扱いと

同様とする。 

 

② 令和２年２月１日以降も一部負担金等を免除するが、同年２月１日以降

は現状の申告による取扱い※は継続しない。 

令和２年２月１日以降、被災被保険者が医療機関等の窓口において一

部負担金等の免除を受ける場合には、被保険者証及び保険者の発行する

免除証明書を医療機関等に提示することを必要とする。なお、免除に要

した費用に対する財政支援の要件（住家の全半壊等）は現在の取扱いと

同様とする。 

 

③ 令和２年２月１日以降、一部負担金等の免除を行わない。 

 

 ※ 被災被保険者については、被保険者証を提示できない場合でも保険診療を受けるこ 

とができるようにするとともに、医療機関等の窓口で被災した旨を申し立てることで一 

部負担金等の支払いを免除する取扱い。 
 

国民健康保険、後期高齢者医療及び介護保険においては一部負担金等の免除

に要した費用に対し、財政支援を予定している。なお、特別調整交付金におい

て設けられている財政負担の要件（国民健康保険・介護保険の場合３％、後期

高齢者医療は１％）は本財政支援では設けない。 

なお、行政機能の被災が著しい等の理由により、令和２年４月以降も、当分

の間、現状の申告による取扱いを継続せざるを得ないと見込まれる場合等は、

別途相談されたい。 


